
日本におけるＰＦＩ制度の課題と
内閣府における取組

第４回日韓定期ＰＦＩ推進交流会議

19/10/2009 Mon.



2

日本におけるＰＦＩの歴史

07/1999 「ＰＦＩ法」施行
Enactment of “PFI Law”

10/1999 「ＰＦＩ推進委員会」発足（ＰＦＩ法第２１条）
Creation of “The Committee for Promotion of PFI”

03/2000 「ＰＦＩ事業の実施に関する基本方針」策定（ＰＦＩ法第４条）
Drawing up “Policy Framework for the Implementation of PFI”

01/2001 「プロセスに関するガイドライン」及び「リスク分担に関するガイドライン」公表
Release of “Guideline for the Implementation Process of PFI Projects” and “Guideline for Risk Sharing”

07/2001 「ＶＦＭに関するガイドライン」公表
Release of “Guideline for VFM（Value for Money)”

07/2001 「ＰＦＩ法」改正
Revision of “PFI Law”

06/2003 「契約に関するガイドライン」及び「モニタリングに関するガイドライン」公表
Release of “Guideline for Contract” and “Guideline for Monitoring”

08/2005 「ＰＦＩ法」改正
Revision of “PFI Law”

06/2007 「プロセスに関するガイドライン」及び「ＶＦＭに関するガイドライン」改定
Revision of “Guidelines for the Implementation Process of PFI Projects” and “Guideline for VFM（Value for Money)”

07/2008 「ＶＦＭに関するガイドライン」改定
Revision of “Guideline for VFM（Value for Money)”
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ＰＦＩ事業の実施に関する基本方針ＰＦＩ事業の実施に関する基本方針

日本のＰＦＩ推進体制①

ＰＦＩ法ＰＦＩ法

ＰＦＩ推進委員会ＰＦＩ推進委員会

ガイドライン
Guideline

ガイドライン
Guideline

他の法令等他の法令等

ＰＦＩ事業の実施
（国・地方公共団体・公共法人）

ＰＦＩ事業の実施
（国・地方公共団体・公共法人）

実施状況の
調査審議

■ＰＦＩ推進の枠組み
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ＰＦＩ法に基づく支援措置ＰＦＩ法に基づく支援措置

日本のＰＦＩ推進体制②

公共施設の所管省庁による支援措置公共施設の所管省庁による支援措置

ＰＦＩ事業の実施ＰＦＩ事業の実施

■ＰＦＩ事業の支援措置

○公共施設（道路、鉄道、港湾、空港、河川、公園、水道、下水道、工業用水道等）

○ 公用施設（庁舎、宿舎等）

○ 公営住宅、公益的施設（教育文化施設、廃棄物処理施設、医療施設、社会福祉施設、更生
保護施設、駐車場、地下街等）

○ 情報通信施設、熱供給施設、新エネルギー施設、リサイクル施設、観光施設、研究施設等

○国の債務負担（5年→30年）

○行政財産の貸付け

○国公有財産の無償使用等

○無利子貸付け

○資金の確保等及び地方債についての配慮

○土地の取得等についての配慮 等

○補助金 等

Energy Recycle
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日本における
ＰＦＩ事業実施までの流れ

第１段階 事業実施の決定

第２段階 事業方式の決定

第３段階 民間事業者の選定

第４段階 事業実施

事業実施可能性調査

実施方針の公表（ＰＦＩ法第５条）

特定事業の選定（ＰＦＩ法第６条）

入札公告（民間事業者からの提案募集）

民間事業者からの提案内容の評価

契約締結

・総合評価方式を原則

従来方式よりＰＦＩが適しているか？
・市場調査
・ＶＦＭ評価

事業として成立するか？
・事業効果（Ｂ／Ｃ）等
・財源（財政負担能力）、事業の優先順位

・設計、建設、維持管理、運営
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日本における
ＰＦＩ事業の実施状況①

■事業件数と事業費の推移

※06/2009時点
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日本における
ＰＦＩ事業の実施状況②

分 野
事業主体別

合計
国 地方 他

教育・文化（文教施設、文化施設 等） 1( 1) 80(46) 30(26) 111(73)

生活・福祉（福祉施設 等） 0( 0) 15(14) 0( 0) 15(14)

健康・環境（医療施設、廃棄物処理施設、斎場 等） 0( 0) 60(41) 2( 0) 62(41)

産業（商業振興施設、農業振興施設 等） 0( 0) 14( 7) 0( 0) 14( 7)

都市基盤（道路、公園、下水道施設、港湾施設 等） 6( 3) 31(26) 0( 0) 37(29)

安心（警察施設、消防施設、行刑施設 等） 7( 6) 14( 8) 0( 0) 21(14)

庁舎・宿舎（事務庁舎、公務員宿舎 等） 45(18) 7( 3) 1( 1) 53(22)

その他（複合施設 等） 3( 0) 36(24) 0( 0) 39(24)

合 計 62(28) 257(169) 33(27) 352(224)

※06/2009時点
※括弧内は運営段階の事業件数（内数）

■分野別の事業件数
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■都道府県別の事業件数

日本における
ＰＦＩ事業の実施状況③
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市区町村
（123件, 35%）

事務組合
（10件, 3%）

公共法人
（33件, 9%）

都道府県
（77件, 22%）

国
（62件, 18%）

政令市
（47件, 13%）
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日本における
ＰＦＩ事業の実施状況④

■ＰＦＩ事業の傾向（管理者等）

※06/2009時点



混合型
（88件, 25%）

サービス購入型
（248件, 70%）

独立採算型
（16件, 5%）
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日本における
ＰＦＩ事業の実施状況⑤

■ＰＦＩ事業の傾向（事業費の回収方法）

※06/2009時点

・サービス購入型（Income from Public）
民間事業者が負担する費用を公共から支払われるサービス対価により全額回収する類型。

・独立採算型（Income from User）
民間事業者が負担する費用を施設利用者から徴収する料金で全額回収する類型。

・混合型（Partially from Public）
「サービス購入型」と「独立採算型」の複合型。

Service

Service

Service

Service



複合型他
（27件, 8%）

ＲＯ
（12件, 3%）

ＢＯＯ
（14件, 4%）

ＢＯＴ
（50件, 14%）

ＢＴＯ
（249件, 71%）
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日本における
ＰＦＩ事業の実施状況⑥

■ＰＦＩ事業の傾向（公共施設の所有形態）

※06/2009時点

・ＢＴＯ … Build → Transfer → Operate （ = “BTL” in Korea ）

・ＢＯＴ … Build → Operate → Transfer （ = “BTO” in Korea ）

・ＢＯＯ … Build － Own － Operate

・ＲＯ … Rehabilitation → Operate
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日本における
ＰＦＩ事業の実施状況⑦

■ＰＦＩ事業の傾向（事業期間）

※06/2009時点



13

日本における
ＰＦＩ事業の実施状況⑧

■ＰＦＩ事業の傾向（事業規模）

50～100億円
（72件, 25%）

100～200億円
（35件, 12%）

200～1000億円
（22件, 8%）

1000億円～
（7件, 2%）

10～50億円
（125件, 45%）

0～10億円
（24件, 8%）

※06/2009時点



14

日本における
ＰＦＩ制度の課題①

■ＰＦＩ推進委員会報告（11/2007）
① リスクの分析及びリスクマネジメントについての考え方の整理の必要性

② 要求水準の明確化

③ より透明性が高く民間の創意工夫が生かせる入札プロセスの実現

④ 契約書等の標準化の推進

⑤ 運営段階における課題に対する適切な対応

⑥ 他の官民連携手法とのノウハウの共有、活用及び必要な調整の実施

⑦ 地球温暖化防止への対応

⑧ 補助金、税制等の支援措置のイコールフッティングの必要性

⑨ ＶＦＭ評価についての継続的検討

⑩ ファイナンスについての検討

⑪ コンサルタントの役割の更なる向上の必要性

⑫ 官民双方がノウハウの共有化をはかる効率的な仕組みの検討

⑬ プレーヤーの拡大の必要性

⑭ ＰＦＩの市場の拡大に向けた検討

⑮ 災害対応その他現下の政策課題にかかわる検討

重点的に検討し
速やかに措置を
講ずべき課題

Risk Risk Management

Know-how

Equal Footing

Finance

Consultant

Know-how

Player

Process
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日本における
ＰＦＩ制度の課題②

■日本経済団体連合会からの提言（12/2007）

① 要求水準の明確化・定量化

② 管理者等と事業者の適正なリスク分担

③ 民間事業者選定手続きの透明性の確保・向上

④ 「債務負担行為」の柔軟な変更

⑤ 失格要件の明確化と緩和

⑥ 落札後の契約の見直しに関する柔軟な対応

ガイドライン改定等を通じ
早急に対応すべき課題

法制度の抜本的な改革が
望まれる中長期的な課題

① 多段階選抜、競争的対話方式の本格的導入

② 「予定価格」の柔軟な運用

ＰＦＩの拡大に向けた対応

① ＰＦＩの案件形成・運営に対する支援体制の整備

② 中立的な裁定機関の設置

③ 新たな分野へのＰＦＩ導入の検討

RiskGuideline
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日本における
ＰＦＩ制度の課題③

■総務省政策評価（01/2008）

１ VFM算出に係る支援方策の充実（具体的なVFM算出方法のガイドラインへの明示、VFM算出に係る事例の蓄積・情報提供）

２ ＶＦＭの算出過程や算出方法の公表を進めるための措置の実施

勧告事項４ 民間事業者の創意工夫の発揮や応募しやすい環境の整備勧告事項４ 民間事業者の創意工夫の発揮や応募しやすい環境の整備

勧告事項１ VFM算出の客観性・透明性の確保勧告事項１ VFM算出の客観性・透明性の確保

勧告事項２ リスク分担の円滑化、適切なリスク管理勧告事項２ リスク分担の円滑化、適切なリスク管理

勧告事項３ モニタリングの的確な実施勧告事項３ モニタリングの的確な実施

１ リスク項目の分担内容及びその分担理由を明示した事例の蓄積・情報提供

２ 事例蓄積を通じて、リスク分担及びリスク管理に実務上必要な事項のガイドラインにおける明示等の実施

１ 施設の設計・建設段階でのモニタリング事項のガイドラインにおける明示等の実施

２ モニタリングの具体的な方法に関する事例の蓄積・情報提供

３ 民間事業者の経理上の独立性を確保する上で必要な事項のガイドラインにおける明示等の実施

１ 性能発注の在り方に関する事項のガイドラインにおける明示等の実施

２ 質疑応答の機会及び期間の設定についての具体的な手順のガイドラインにおける明示等の実施

３ 要求水準の明確化、提案様式の標準化など民間事業者の提案に係る負担軽減策の実施

４ 創意工夫が発揮される提案の引き出しや提案費用の負担軽減について工夫した事例の蓄積・情報提供

Guideline

Risk

Monitoring

Risk

Risk

Risk Guideline

Monitoring Guideline

Monitoring

Guideline

Guideline

Guideline



17

内閣府における主な取組み

■「ＶＦＭガイドライン」改定（07/2008）

■「PFI における地球温暖化防止への対応」公表
（06/2008）

■「ＰＦＩ事業契約に際しての諸問題に関する基本的
考え方」公表（04/2009）

■「ＰＦＩ事業契約との関連における業務要求水準書
の基本的考え方」公表（04/2009)

■「ＰＦＩアニュアルレポート」公表（2007～)

□「ＰＦＩ事業契約の条項例」について、現在審議中。
（2010春公表予定)

Guideline

Annual Report
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ＶＦＭガイドラインの改定

ＶＦＭ評価の透明性と客観性を確保する観点から、ＶＦＭの値だけでなく、評価
過程や評価方法も公表することについて、ＶＦＭガイドラインに明記。

公表内容
１．ＰＳＣ、ＰＦＩ-ＬＣＣ、ＶＦＭの値
２．ＶＦＭ検討の前提条件（割引率、物価上昇率、リスク調整値）
３．ＰＳＣ及びＰＦＩ-ＬＣＣについて計上した費用の項目とその算出根拠
４．選定する民間事業者の事業計画に基づくＶＦＭ

留意事項
・ 事前に公表することで正当な競争が阻害されるおそれがある場合は、民間
事業者の選定後に公表する。
・ 公表しない場合はその理由を明らかにする。

意義
・ 国民（納税者）に対する説明責任
・ 管理者等の要求内容についての民間事業者の理解向上
・ 管理者等のＶＦＭを適切に評価しようとする意識の向上

Guideline

Risk

Guideline
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地球温暖化防止への対応

ＰＦＩ事業における温室効果ガス排出削減対策を推進するため、経済原理に基
づき省エネルギーとLCCO2の削減を同時に達成する事業スキームについての
基本的な考え方を整理し、「PFI における地球温暖化防止への対応」を公表。

ポイント
・ 光熱水費を事業費に含めることによって省エネルギーのインセンティヴを
組込む方法が最も有効
→初期費用が割高でも、光熱水費を含む事業費低減が実現可能な場合は、
省エネルギー設備が積極的に導入されるようになる。

ＶＦＭ
拡大

LCC削減=

従来型
設備

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト

省エネルギー
設備

イニシャルコスト重視
の施設選定

ライフサイクルコスト重視
の施設選定

光熱水費を
事業費に
含める

維持管理費

光熱水費

運営費

施設整備費

エネルギー
関連設備費

光熱水費
（高）

エネルギー
関連設備費
（低）

光熱水費
（低）

エネルギー
関連設備費
（高）
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Energy Scheme
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ＰＦＩ事業契約に際しての諸問題に
関する基本的考え方①

議論のポイント

(1) 状況変化に対応した柔軟なサービス内容・サービス対価の変更

①サービス内容の変更に関する規定

②建設費に係る物価変動リスクへの対応

③ソフトサービス等の価格変更に関する規定

(2) 管理者等による契約の任意解除

(3) 情報共有及び情報公開

(4) 中立的な第三者の関与を含む紛争調整メカニズム

(5) 法令変更

(6) モニタリング・支払メカニズムの充実

①業務要求水準との一体的検討

②実効的なモニタリングの仕組みの構築

③建設モニタリング

④適切な支払メカニズムの構築

MechanismMonitoring

Mechanism

Service

Risk

Soft Service

Point

Service

Monitoring

Monitoring

Mechanism

Service
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ＰＦＩ事業契約に際しての諸問題に
関する基本的考え方②

(1) 状況変化に対応した柔軟なサービス内容・サービス対価の変更
①サービス内容の変更に関する規定

柔軟に変更に対応できる規定の創設

・ＰＦＩは長期契約であるため、将来の事業環境の変化に対応するための仕組が必要。

・変更が生じることが問題ではなく、変更の必要が生じているのに放置することが問題。

・変更手続が機能するためには、当初の条件が明確であることが必要。
（業務要求水準書等の明確化）

・変更額や補償額の算定を客観的に行うため、情報の共有が必要。

・管理者等の要請による変更の場合は、管理者等が増加コストを負担。

・小規模な変更については、予め価格改定の仕組みを合意しておくことが考えられる。

・事業によっては、契約書に開業直前、開業１年後等の見直しの規定を設けておくこと
が考えられる。

Service Service

Service

Cost



22

ＰＦＩ事業契約に際しての諸問題に
関する基本的考え方③

(1) 状況変化に対応した柔軟なサービス内容・サービス対価の変更
②建設費に係る物価変動リスクへの対応

建設費の変動に伴うサービス対価の調整規定

・建設費の変動の影響については、民間の創意工夫で影響を緩和することが期待され、
通常の範囲内での変動は選定事業者の負担とすべき。
・しかし、応札時点では想定しえない急激な物価変動が生じた場合、事業構造が脆弱に
なり、結果として管理者等が損失を被る恐れがある。

以下の考え方に従い、建設費の変動に伴うサービス対価の調整規定を設ける。
①急激で著しく、かつ通常は予測不能な物価変動を対象とする。
②サービス対価を変更する場合でも、全てを管理者等がリスクを分担するのではなく、
双方が分担することにより、選定事業者によるリスク管理の努力を促す。
③民間事業者が適切にリスクを評価できるよう、変更額の具体的算定方法及び変更
手続を予め規定しておく。
→性能発注であることによる複雑性に留意
→各種指標の使用も考えられる

Service

Risk

Service

Service

Service Risk

Risk

Risk

Service
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ＰＦＩ事業契約に際しての諸問題に
関する基本的考え方④

(1) 状況変化に対応した柔軟なサービス内容・サービス対価の変更
③ソフトサービス等の価格変更に関する規定

・市場価格との乖離を防ぐため、指標による価格調整（例えば年１回）がなされているが、
指標による調整のみでは長期的には市場価格と乖離が生じる。

・資本的支出を伴わず、資本的投資との関連性も低い、いわゆる「ソフトサービス」につ
いては、市場実勢価格との乖離を防ぐための調整を規定する。

①ソフトサービス毎に、市場実勢価格との比較を行うタイミングを規定する。
→例えば５年程度など（サービスの属性に応じて決定）

②調整のための方法は以下のようなものが考えられる。
→ベンチマーキング、マーケットテスティング（選定事業者による入札の実施）、ソフト
サービスの契約期間の短縮・契約の一部解除 等
※それぞれの方法の特徴を理解し、業務の性質に応じて適切に組み合わせる。

Service Service

Soft Service

Soft Service

Soft Service Timing

Service

Benchmarking Market Testing Soft Service
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ＰＦＩ事業契約に際しての諸問題に
関する基本的考え方⑤

(2) 管理者等による契約の任意解除

管理者等による任意解除権を規定

・「政策変更」や「住民ニーズの変化」等の合意的な理由により管理者等による契約解除
が必要になる場合がある。
※解除時の権利義務関係を明確化し、選定事業者・融資機関の立場が不安定となるこ
とを防ぐとともに、透明性のある手続により住民への説明責任を果たすことが必要。

・任意解除時の選定事業者に対する損失補償額について、対象項目及び算定方法を
契約書に明確に規定することが望ましい。
・実際に生じた損失で合理的な額については適切に補償されるべき。
[優先貸付人] 優先貸付人に実際に生じた損失を填補するための違約金相当額

（金利スワップ解約コストなど）
[業務委託先] 一定期間以上の通知で補償をしないとすることも考えられる。

（例外：初期投資がある場合）
・逸失利益への配慮は必要だが、補償の範囲は限定されることを前提とすべき。

Needs

Swap Cost



情報共有情報共有

情報公開情報公開

・管理者等が入手した情報は、住民への説明責任を果たし、広くノウハ
ウの共有を図るという観点から、公開を原則とする。
・ただし、民間事業者のノウハウを守る仕組がなければ創意工夫を阻
害する可能性があるので、民間事業者への配慮が必要。

以下に必要な情報を共有
・サービス対価の見直し、サービス内容の変更、管理者等による契約
解除の際のサービス対価の変更額の客観的算定
・選定事業者の義務履行の適切なモニタリング、事業の円滑な継続の
早期確認
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ＰＦＩ事業契約に際しての諸問題に
関する基本的考え方⑥

(3) 情報共有及び情報公開

・契約管理に必要な情報を選定事業者に
求めても守秘義務を根拠に拒まれる。
・サービス対価の変更額の客観的算定に
必要な情報が共有されていない。

・ノウハウに関する部分まで開示を義務付
けられると、創意工夫のインセンティブが
なくなる。

民間事業者側の問題意識管理者等の問題意識

Service

Know-how

Incentive

Service Service

Service

Monitoring

Know-how

Know-how
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ＰＦＩ事業契約に際しての諸問題に
関する基本的考え方⑦

(4) 中立的な第三者の関与を含む紛争調整メカニズム

紛争の予防

（１）紛争調整会議

（２）中立的第三者の関与

（３）裁判・仲裁

紛争の内容によっては中立的専門家が関与する紛争解決手続
の活用も有効
・当面は調停方式（中立的第三者の判断に拘束力なし）を想定
←選任の困難性により手続が敬遠されるのを防止
・紛争解決手続中のサービス継続に関する規定も必要

まずは、当事者間での協議による解決を図る。

両当事者のフェイストゥフェイスのコミュニケーションにより、信頼関係を構築

それでも、紛争が生じた際には…

専門性の確保

良好な関係を持
続したまま迅速
に解決する必要

Face to Face Communication

Service
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ＰＦＩ事業契約に際しての諸問題に
関する基本的考え方⑧

(5) 法令変更

○法令変更により増加した費用をどちらが負担するのか？

・「リスクを最もよく管理することができる者が当該リスクを分担」が基本。

・選定事業者は法令変更リスクを管理できない。
→以下の場合を除き、原則として管理者等の負担とする。
①法令の変更の対象が広く一般的である場合
②選定事業者の合理的努力により影響を押さえられる場合
③利用料金値上げ等により、一般利用者にコストを転嫁できる場合

留意点
・ 資本的支出については、個別性が高く物価スライド等で吸収することは困難と考え
られることから、法令の種類にかかわらず管理者等の負担とする。
・ いずれの場合も選定事業者に費用の軽減義務を負わせることが妥当である。
・ 法令変更に関する通知、協議（費用の軽減方法を含む）等の手順についても、契約
書に規定する必要がある。

Risk

Cost

Slide

Risk
Risk
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ＰＦＩ事業契約に際しての諸問題に
関する基本的考え方⑨

(6) モニタリング・支払いメカニズムの充実
①業務要求水準との一体的検討

②実効的なモニタリングの仕組みの構築

・モニタリング、支払メカニズムの重要な部分（応札者がリスクと費用を評価し、価格決
定に織り込むために必要かつ十分な情報）については、入札段階で開示すべき。

モニタリングの内容確定までの手順
・入札段階でモニタリングの基本となる計画を示し、運営開始までに具体的なモニタリ
ング実施計画を作成することが有効。
・事業によっては、供用開始後１年程度かけてモニタリングの項目や手法等について、
実情に合わせて柔軟に適合させていく仕組みを導入することが有効。

選定事業者による管理能力の強化、管理者等の契約管理体制の充実
・運営業務の比重が重い事業においては、選定事業者による各業務の管理能力の強
化に加え、管理者等の契約管理体制の充実を図ることも重要。

第三者機関の活用
・サービス水準の向上の検証方法として、利用者の満足度調査の他、指定管理者制
度で行われている第三者機関による評価の事例を参考とすることも考えられる。

Monitoring

Monitoring

Monitoring

Monitoring

Monitoring Monitoring

Monitoring

Mechanism

Mechanism Risk

Service
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ＰＦＩ事業契約に際しての諸問題に
関する基本的考え方⑩

(6) モニタリング・支払いメカニズムの充実
③建設モニタリング

建設モニタリングの必要性
・完工検査で瑕疵が発見された事例、実際に事故が起きた事例の発生

設計段階
・選定事業者はセルフモニタリングの一環として必要な確認を実施。
・管理者等も設計図書が業務要求水準を満たしているか確認。

施工段階
・管理者等がどの基準を用いるべきか等について入札段階で意図を示すことにより、
実効的なセルフモニタリングの仕組みを構築することが適切。
・セルフモニタリングが基本だが、特に重要な点については、管理者等が自らモニタリ
ングを行うべき。
→事業者との作業の重複、過度の介入を避けるべき。

Self-monitoring

MechanismMonitoring

Monitoring

Monitoring

Monitoring

Self-monitoring

Self-monitoring
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ＰＦＩ事業契約に際しての諸問題に
関する基本的考え方⑪

(6) モニタリング・支払いメカニズムの充実
④適切な支払メカニズムの構築

施設の利用者数など利用量によって選定事業者の費用が増加する場合、原則として
利用状況に応じてサービス対価が増加する仕組みとする。
・収容能力に応じた上限設定及び入場制限も考えられる。
・支払メカニズム検討段階で、事業者のコスト構造の十分なシミュレーションが必要。

・ペナルティを考える際には、事業目的等に沿った重み付けを行い、管理者等の考え
る重要度が事業者に伝わり、機能するような支払メカニズムとすることが重要。
・一つの事由が複数の指標に関連する場合に、二重に減額するのか否か等を明確に
規定しておく。

サービス水準を維持するための実効性のある動機付けの確保

・サービス購入型で、かつ利用者数など利用量によって選定事業者の費用が大幅に
増加する場合、増加費用をサービス対価により適切にカバーする枠組が必要。

利用量に基づく調整

Penalty

Cover

Simulation

Monitoring Mechanism

Mechanism

Service

Mechanism

Service

Service

Service

Mechanism Cost


